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地方創生政策と少子化

The Regional Revitalization Policy and The Declining Number of Births

原 俊彦（札幌市立大学） Toshihiko HARA (Sapporo City University)

【2016年度第2回東日本地域部会】

日時：2017年3月18日（土）13時30分～17時30分

会場：国立社会保障・人口問題研究所 第四会議室

〒100-0011 東京都千代田区内幸町2-2-3 日比谷国際ビル6階

はじめに

� 現政権の地方創生政策における人口・出生
目標、地方版の総合戦略の進捗状況

� 2010年と2015年人口動態統計と国勢調査を
用いて、出生力指標を求め、その増減率を比
較

� 目標の実現可能性について論じる。
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１．地方創生は進んでいるか？
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地方創生のはじまり

� 2014年に日本創成会議・人口減少問題検討分科会（
座長：増田寛也、元岩手県知事・元総務大臣）が「スト
ップ少子化・地方元気戦略」を発表

� 「人口再生産力に着目した市区町村別将来推計人口
について」（増田レポート）
� 全国市区町村別「20～39歳女性」の将来推計人口」
� 「人口移動が収束しない場合の2040年推計人口」
� 50％以上減少⇒消滅可能性都市

� 『地方消滅』（増田2014）の可能性を示唆。

� 『地方創生法』施行。『まち・ひと・しごと創生本部』設置
。
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地方創生政策における人口・出生目標

� 2015年：都道府県・市町村は検討委員会を設置・
開催

� 「地方人口ビジョン」

� 「地方版総合戦略」

� 具体的な目標とKPI（Key Performance Indicator 
重要業績評価指標）を策定

� 2016年からPDCA（PLAN：計画、DO：実施、
CHECK：評価、ACTION：改善）サイクルによる効
果検証・改善を進める。

まち・ひと・しごと創生
長期ビジョンと総合戦略
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資料：まち・ひと・しごと創生総合戦略
2015 改訂版」の閣議決定について
http://www.kantei.go.jp/jp/topics/2015
/panf20150213.pdf

2060年に1億人程度の人口を確保する。
＊合計特殊出生率 2030年 1.80

2040年 2.07
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北海道の人口ビジョン
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仮定１ ２０４０年に458万人
＊合計特殊出生率 2030年 1.80

2040年 2.07
＊社会動態（純移動数） ?

2019年：転出超過を半減
2025年：均衡（=0）

仮定２ ２０４０年に450万人
＊札幌市の合計特殊出生率のみ
2030年 1.5、 2040年 1.8 2050年 2.07
＊社会動態は仮定１と同じ

資料：北海道人口ビジョン・北海道創生総合戦略
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/csr/jinkou/senryaku/senryaku.htm

さっぽろの未来創生プラン
人口ビジョン
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資料：さっぽろ未来創生プラン（札幌市版人口ビジョン・総合戦略）
http://www.city.sapporo.jp/kikaku/miraisousei/miraisousei.html

想定１ ２０４０年に185万人
＊合計特殊出生率
2030年 1.5 2040年 1.8 2050年
2.07 2030年 1.80
＊社会動態（長期将来推計と同じ）

想定２ ２０４０年に181万人
2040年 1.5 2040年 1.8 2060年
2.07＊社会動態（長期将来推計と同
じ）

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
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地方版総合戦略

� 人口移動対策としては

①地方における安定した雇用を創出する

②地方への新しいひとの流れをつくる

� 出生力対策としては

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守ると
ともに地域と地域を連携する

2．少子化の状況（2010年から2015年）
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分析方法

� 人口動態統計の年齢５歳階級別の出生数、初婚件数

� 国勢調査の配偶関係別人口

� 「全国（都道府県合計）」、「大都市部（東京都区部＋政令指
定都市）」、「地方部（大都市部を除く全国また都道府県合計
）」の３区分

� 各年次の出生力指標の増減率（（2015年の数値－2010年
の数値）÷2010年の数値）を比較

� ＊2012年４月１日に政令指定都市に移行した熊本市は地
方部に含めた。また出生数は日本人のみで外国と不詳を除
く。女子人口、女子未婚人口はいずれも日本人のみ）。

図１ 出生数の変化
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図２ 出生率の変化

図３ 女子人口の変化



9

図４a 女子人口のコーホート変化率

図４ｂ 女子人口の純移動率
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図５ 女子人口の初婚件数

図６ 女子人口の未婚初婚率
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少子化の動向（2010年⇒2015年）

� 出生数の減少率は、とりわけ20～24歳、25～29歳
で、地方部の方が大きい。

� 出生数や出生率の増加は35歳以上の高年齢で起き
ており、大都市部の方が著しい。

� 地方創成会議が指摘した「20～39歳女性」の急速な
縮減も地方部の方が大きい。

� 純移動率で見る限り、大学進学、学卒・就職、結婚・
家族形成にともなう女子人口の地方流出、大都市流
入は依然として進行している。

３．地方版「人口ビジョン」は実現するか？
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今後の見通し（移動）

� 女子大学等進学率（現役）：56.0％（2010）、57.0
％（2015）、57.4％ （2016）⇒18歳人口の減少とと
もに今後も上昇してゆく。

� 高等教育機関が身近にない限り、大学等への進学
にともなう地方部から大都市部への女子人口の流
出は続く。

� 高校はもとより小中学校の統廃合の進む⇒利便性
が高い大都市部に早めに移動する必要がある。

今後の見通し（結婚・出産）

� 大学進学・在籍中の結婚・出産が将来に不利に作
用する⇒若年出生力の低下は進む。

� 高齢での出生増加は地方部でも起きているが病院・
産院などの施設も急速に減少しており、高齢での出
産はもとより地元で子どもを産むこと自体が困難。

� 近年の高齢出生増加：生殖補助医療（ART：
Assisted ReproductiveTechnology）の普及⇒支援
を受けるには大都市部に居住する必要がある。
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今後の見通し（Uターン、Iターン）

大学等に進学で一旦流出した女子人口が地方に戻り
家族形成するには、

�パートナーとの出会い

�地元での本人・配偶者の就業機会

�子育て支援

�子どもの教育

�子どもの進学・就職

など、多くの問題があるが、今のところ大都市部の方が
圧倒的に有利。

国政レベルの施策

東京一極集中を是正し、若い世代の結婚・子育て希望
を実現するには、国政レベルの強力な施策が必要。

�首都機能や企業の本社機能の地方分散⇒広く全国に
分担複合化する。

�首都圏の大地震や激化する気象災害、あるいはテロ
対策などの国家安全保障上の施策としても有効

�大学等の教育機能や保健・医療などの健康サービス
の地方分散にも繋がる。

�男女ともに豊富な就業機会を地方に創生する。
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地方創生は減少してゆく若者の奪い合い？

個々自治体に必要とされる施策は、他の地域に対する
相対的優位性。

�多子世帯向け住宅支援策や母子世帯への優遇策、
保育・医療費・教育費の補助・無償化などの工夫。

�大都市地域や近隣の他の市町村に住むよりも、その
地域に住み、家族形成し幸せになれるという見通しを与
えられるか？

�地域を自由に選ぶ権利は若者にあり、そのような未来
を提供できない地域は消滅するしかないだろう
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